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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月

売上高（千円） 12,657,805 15,113,499 20,757,054 27,956,510 34,475,337

経常利益（千円） 712,536 833,787 1,313,997 1,626,807 2,206,520

当期純利益（千円） 362,428 438,650 635,343 798,848 1,100,994

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 776,700 1,311,840 1,311,840 1,963,732 1,968,118

発行済株式総数（株） 5,322.8 23,691.2 23,691.2 51,392.4 51,452.4

純資産額（千円） 3,253,002 4,729,762 5,335,493 7,408,257 8,482,051

総資産額（千円） 5,162,487 6,430,639 8,332,026 10,944,271 12,829,909

１株当たり純資産額（円） 611,145.00 199,647.23 225,215.62 144,157.58 164,665.73

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額)
（円） 

6,000.00 
（－）

1,250.00
（－）

1,250.00
（－）

700.00 
（－）

725.00
（－）

１株当たり当期純利益（円） 74,501.49 19,426.63 26,818.39 16,750.18 21,223.53

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

74,397.50 19,421.04 26,814.61 16,716.74 21,162.47

自己資本比率（％） 63.0 73.6 64.0 67.7 66.1

自己資本利益率（％） 14.8 11.0 12.6 12.5 13.9

株価収益率（倍） 15.0 18.1 16.0 16.1 34.9

配当性向（％） 8.1 6.4 4.7 4.2 3.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

678,865 853,246 2,168,999 2,174,349 3,090,161

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

△745,922 △2,341,830 △2,740,893 △2,619,481 △3,296,260

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

1,104,870 473,077 451,321 1,194,173 △120,219

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

1,247,703 232,197 111,625 860,666 534,347

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数](人) 

177 
［1,059］

233
［1,760］

292
［2,410］

402 
［2,895］

475
［3,412］



３．当社には関連会社はありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４．第６期及び第７期並びに第９期の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、株式分割が期首

に行われたものとして算出しております。 

５．第８期より１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当たって

は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

６．第６期の１株当たり配当額（6,000円00銭）には上場記念配当（1,000円00銭）が含まれております。 

７．第９期の１株当たり配当額（700円00銭）には東証第二部上場記念配当（75円00銭）が含まれております。 

８．第10期の１株当たり配当額（725円00銭）には東証第一部上場記念配当（100円00銭）が含まれております。 

  



２【沿革】 

平成７年11月 回転すしの製造・販売を目的として、資本金10百万円で大阪府堺市に株式会社くらコーポレーション

を設立。従来から存続していた回転すしの製造・販売を事業目的とする株式会社くら寿司（大阪府堺

市に所在）と、同じく株式会社くら寿司（大阪府大阪狭山市に所在）より、設立と同時に両社の直営

店13店の営業権を取得。 

なお、大阪府堺市に所在の株式会社くら寿司は平成７年８月31日付で解散し、平成11年12月24日に清

算結了しております。また、大阪府大阪狭山市に所在の株式会社くら寿司（平成12年10月24日付で株

式会社ウォルナットコーポレーションに商号変更）は、不動産の賃貸業等を営み当社と競業取引はあ

りません。 

平成８年７月 飲食店における皿の自動回収装置「自動皿カウント水回収システム」を第16号店の平井店より新規導

入以後の新規出店に全店設置 

平成９年２月 飲食物搬送装置「QRコード時間制限管理システム」が完成。既存店および以後の新規出店に同システ

ムを導入 

平成９年４月 飲食店における皿の自動回収装置「自動皿カウント水回収システム」の特許取得 

平成９年10月 無担保新株引受権付社債２億円を発行 

資本金を40,000千円に増資 

平成10年３月 飲食物搬送装置「QRコード時間制限管理システム」の特許取得 

平成11年５月 チェーン店30店達成 

平成11年６月 資本金を47,500千円に増資 

平成11年８月 大阪府堺市深阪1045番地に深阪第２工場が完成、稼働開始 

平成11年９月 資本金を226,250千円に増資 

平成11年12月 兵庫県宝塚市に兵庫地区第１号店として「くら寿司」（安倉店）を開店 

平成12年８月 資本金を334,700千円に増資 

平成12年９月 大阪府吹田市にスーパーマーケットに併設された独立棟でのニュータイプ第１号店として千里丘店を

開店 

平成13年１月 社団法人ニュービジネス協議会主催による第11回「アントレプレナー大賞」の最優秀賞を当社代表取

締役が受賞 

平成13年５月 株式会社大阪証券取引所、ナスダック・ジャパン市場（現ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラク

レス」）に上場 

資本金を776,700千円に増資 

平成14年４月 資本金を1,311,840千円に増資 

  東京都八王子市に関東圏の第１号店として八王子店を開店 

平成16年５月 100号店として、都市開発の進むＪＲ品川駅港南口の京王品川ビルに品川駅前店を開店 

平成16年10月 株式会社東京証券取引所市場第二部に上場 

資本金を1,963,732千円に増資 

平成16年12月 国際標準化機構「品質マネジメントシステム」ＩＳＯ９００１の認証を取得 

平成17年３月 埼玉県日高市に、関東圏全店舗のセントラルキッチンとして埼玉センターを新設 

平成17年10月 株式会社東京証券取引所市場第一部に指定 

  



３【事業の内容】 

 当社の事業内容は、すしを主力とする直営による回転すし店のチェーン展開が主たる事業であります。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が、当事業年度において、73名増加（臨時雇用者数は517名増加）したのは、新規出店に伴う新規採用の増加等

によるものであります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

    （平成17年10月31日現在）

従業員数（名） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

475(3,412) 27.4 2.4 4,006,708 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の改善が進み、好調な民間設備投資と、輸出の緩やかな持ち直しもあり、景気

は回復基調に推移いたしました。また、失業率の低下等雇用・所得環境の改善も見られ、個人消費も上向いてまいりました。

そのような経済環境の中、外食産業全体では、所得改善を受け、期の後半は売上高で対前年同月比を上回ってきました。し

かしながら、ＢＳＥや鳥インフルエンザ等を発端として“食の安全”に対する消費者の関心が一層高まり、店舗展開での競合

激化と相まって、外食の二極化現象が加速してきています。 

このような状況の下、当社は経営理念であります“食の戦前回帰”の実現に向け、「安全・美味しい・安い」そして「楽し

い」食事の提供に努力してまいりました。 

平成16年12月には、国際標準化機構の「品質マネジメントシステム」ＩＳＯ９００１の認証を取得し、当社の品質マネジメ

ントが高い評価を受けることができました。 

また、信頼度と知名度をさらに高めるため、東京証券取引所市場第二部への上場から１年後の平成17年10月に東京証券取引

所市場第一部に指定替えを行いました。 

販売促進面におきましては、平成16年11月に東証第二部上場、平成17年２月はＩＳＯ取得、平成17年９月には東証第一部上

場をそれぞれ記念して「８８キャンペーン」を実施、また、季節感あふれる「旬のメニュー」フェアを５回実施しました。さ

らに、人気映画「釣りバカ日誌」協賛を記念して７～８月に２回のキャンペーンを行い、顧客来店の動機付けを図ってまいり

ました。 

また、画期的な注文システム「タッチで注文」の店舗設置を138店舗（前事業年度末55店舗）へと拡大し、さらなる顧客満

足度の向上を目指してまいりました。 

店舗開発につきましては、関西地区で６店舗（大阪１店舗・兵庫２店舗・奈良２店舗・滋賀１店舗）、関東地区で21店舗

（東京３店舗・神奈川８店舗・埼玉６店舗・千葉４店舗）、中部地区で10店舗（愛知６店舗・三重３店舗・岐阜１店舗）の合

計37店舗を新規出店し、中部地区及び千葉県への本格的な進出を果たしました。当事業年度末の店舗数は、全て直営店で147

店舗（１店閉店したため純増36店舗）となりました。 

以上の結果、売上高344億75百万円（前年同期比23.3％増加）、経常利益22億６百万円（前年同期比35.6％増加）、当期純

利益11億円（前年同期比37.8％増加）と増収増益となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当事業年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが30億90百万円の収入、投資活動による

キャッシュ・フローが32億96百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが１億20百万円の支出となり、この結果、当

事業年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）残高は、期首より３億26百万円減少し５億34百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は30億90百万円（前年同期比42.1％増加）となりました。 

これは、主に税引前当期純利益が21億62百万円（前年同期比35.8％増加）となり、また、新規出店等に伴い減価償却費が10

億59百万円（前年同期比24.0％増加）となったこと、及び仕入債務の増加が３億61百万円（前年同期比58.9％増加）、その他

流動負債の増加が３億24百万円（前年同期比69.0％増加）となった一方で、法人税等の支払額８億81百万円（前年同期比

15.7％増加）等の資金の減少があったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は32億96百万円（前年同期比25.8％増加）となりました。これは、主に有

形固定資産取得による支出25億66百万円（前年同期比33.4％増加）、保証金の差入による支出３億４百万円（前年同期比

17.6％増加）及び貸付による支出（建設協力金の支出）３億65百万円（前年同期比4.7％減少）によるものであります。 

  



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は１億20百万円（前年同期11億94百万円の収入）となりました。これは、

主に長期借入による収入１億円（前年同期比85.7％減少）があった一方、長期借入金の返済による支出１億93百万円（前年同

期比176.8％増加）と支払配当金35百万円（前年同期比20.0％増加）があったこと等によるものであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、生産実績は記載しておりません。 

  

(2)仕入実績 

 当事業年度の原材料の仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社は、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、受注状況は記載しておりません。 

  

(4)販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 
第10期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

前年同期比（％） 

魚介類（千円） 9,793,382 120.7 

穀類・麺類（千円） 1,414,832 111.4 

調味料（千円） 1,111,177 141.1 

酒類・飲料（千円） 803,870 123.7 

野菜・果物類（千円） 633,788 136.1 

その他（千円） 1,869,541 120.9 

合計（千円） 15,626,592 121.8 

事業部門別 
第10期

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

前年同期比（％） 

回転すし（千円） 34,475,337 123.3 

合計（千円） 34,475,337 123.3 



３【対処すべき課題】 

今後の外食産業は、店舗過剰で競争が一段と激化していくと思われますが、当社は他社の追随を許さない当社独自の時間制限管

理システムによる商品の鮮度管理や、全食材から化学調味料等の四大添加物の除去等、安全で高品質な商品の提供を徹底すること

により、他社との一層の差別化を進めてまいります。そのため、平成16年12月には、国際標準化機構の「品質マネジメントシステ

ム」ＩＳＯ９００１の認証を取得いたしました。今後はこれに満足することなく、更に、継続的な業務の効率化、運営コストの圧

縮に努め、業容の一層の拡大、収益体質の改善を図ってまいります。 

  



４【事業等のリスク】 

当社が事業を遂行するにあたって、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスク事項には、次のようなものがあ

ります。なお、本項における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

すしを主力とする回転すし店のチェーン展開を主たる事業とする当社にとりましては、外食産業の抱える一般的なリスクに

加え、当社固有の戦略に起因するリスクがあります。 

当社は、これらのリスク発生の可能性を十分認識しており、発生の回避に努めると共に、万が一、発生した場合の対応には

万全を期する方針であります。 
  

① 食品の安全管理について 

当社は、“食の戦前回帰”を経営理念に、創業以来、食の安全にこだわりを持ち、無添加米の使用、全ての食材から「化学

調味料」・「人工甘味料」・「合成着色料」・「人工保存料」の四大添加物除去等を実現し、「安全・美味しい・安い」食を

提供してきた当社にとって、最大のリスク要因は食中毒の発生と認識しており、衛生管理の専門家を配置した「品質管理室」

を設置する等、さまざまな対策を講じておりますが、万が一、不可抗力的な食中毒が発生した場合、社会的信用を失うことに

よる売上高の減少、損害賠償費用の発生、一定期間の営業停止や営業許可取り消し等により、当社の業績及び財政状態に悪影

響を及ぼす可能性があります。 
  

② 食材の仕入れについて 

当社は、トレーサビリティ（生産履歴）の追求や産地仕入れの分散・拡大に努める等、食材の品質管理を最重要課題と認識

しております。ＢＳＥや鳥インフルエンザ等の食肉問題につきましては、当社の中心食材が魚介類であることから、影響は軽

微でありましたが、万が一、魚介類において同様の問題が発生した場合、当社の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 
  

③ 出店戦略について 

次期には、32店舗の出店を計画しておりますが、新規出店は、賃料、商圏人口、アクセス、競合店の状況等を総合的に勘案

いたしますので、条件に適う物件が確保できない場合には計画通りの出店ができなくなり、当社の業績及び財政状態に悪影響

を及ぼす可能性があります。 
  

④ システム障害について 

食材の受発注、従業員の勤怠管理、売上管理等の店舗管理システムの運営管理は、信頼のおける外部業者に委託しており、

万全の体制を整えておりますが、万が一、大災害、停電や機器の欠陥、コンピュータウィルス等不測の事態によりシステム障

害が発生した場合には食材調達、勤怠管理等店舗運営に支障をきたすことになり、当社の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす

可能性があります。 
  
⑤ 経済状況について 

わが国の景気動向の悪化により、当社が提供する商品及びサービスに対する需要が低下した場合には、売上高及び利益の減

少を招き、当社の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
  
⑥ 特有の取引慣行に基づく損害について 

当社は、回転すし事業を展開するにあたり、店舗オーナーとの賃貸借契約締結に基づく保証金の差入れを行っております

が、オーナーの破産等による保証金の回収不能が発生した場合、当社の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 
  

⑦ 法規制に係るものについて 

当社が営んでいる外食産業に関する法的規制には、食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の措

置を定めた「食品衛生法」及び食品循環資源の再生利用並びに食品廃棄物等の発生の抑制及び減量に関し基本的な事項を定め

た「食品循環資源の再利用等の促進に関する法律(食品リサイクル法)」があります。また、厚生労働省は、週の所定労働時間

が20時間以上、または年収65万円以上の短時間労働者に厚生年金を適用する方針を示しております。これらの法的規制が強化

又は法改正が適用された場合、当社の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
  
⑧ 自然災害リスクについて 

当社の工場や店舗所在地を含む地域で大規模な地震や台風等による風水害が発生した場合、被災状況によっては事業活動が

困難となり、当社の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
  
⑨ 知的財産について 

当社は、当社において開発した技術については、必要に応じて、特許権、実用新案権、商標権等の工業所有権を取得してお

り、重要な経営資源であると考えております。しかし、他社が類似したものやより優れたものを開発した場合、当社の優位性

が損なわれることとなり、当社の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当事業年度における主な研究開発活動は、新規メニュー開発のための食材購入費用等で総額228千円となっております。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）経営成績 

（売上高） 

 当事業年度の売上高は、344億75百万円（前年同期比23.3％増加）となりました。 

 これは、37店舗を新規出店したこと及び前事業年度に開いた28店舗が通年で売上に寄与したほか、各種キャンペーン、

フェア等の販売促進活動を積極的に実施した結果、客単価が上昇したこと等によります。 

  

（営業利益） 

 売上原価は、167億88百万円で原価率は48.7％と前年同期比0.8ポイントの改善となりました。これは米等の食材の値下が

り等により材料比率が下がったことによります。販売費及び一般管理費は、157億50百万円で各種キャンペーン、フェア等の

広告宣伝費の増加並びに事業規模拡大に伴う求人活動にかかる募集採用費の増加等により対売上高販管比率が45.7％と前年

同期比0.5ポイント上昇いたしました。 

 以上により営業利益は19億36百万円（前年同期比29.6％増加）となりました。 

  

（経常利益） 

 営業外収益は、新規出店に伴うビール協賛金等の受取手数料が増加したこと等から、２億88百万円（前年同期比56.7％増

加）となりました。 

 営業外費用は、株式公開関連費の減少及び前事業年度に計上した新株発行費が発生しなかったことにより、18百万円（前

年同期比64.6％減少）に止まりました。 

 以上により経常利益は22億６百万円（前年同期比35.6％増加）となりました。 

  

（特別損益及び当期純利益） 

 特別利益は、貸主都合による店舗の移転に伴う店舗移転補償益(34百万円)が発生し、37百万円（前年同期２百万円）とな

りました。 

 特別損失は、既存店のリニューアル等に伴い発生した固定資産除却損（50百万円）及び店舗閉鎖損失（30百万円）により

80百万円（前年同期比120.3％増加）となりました。 

 また、法人税等は当事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、税効果会計適用後の法人税等の負担率は

49.1％（前年同期49.8％）となっております。 

 以上により当期純利益は、11億円（前年同期比37.8％増加）となりました。 



(2）財政状態 

（資産の部） 

 流動資産は、出店資金として現預金を使用したこと等により減少し、11億８百万円（前年同期末比14.4％減少）となりま

した。 

 固定資産は、新規出店及び改装等に伴う建造物等の有形固定資産と差入保証金及び建設協力金の増加等により117億21百万

円（前年同期末比21.5％増加）となりました。 

 これらにより、当事業年度末の資産の部合計は、128億29百万円（前年同期末比17.2％増加）となりました。 

  

（負債の部） 

 流動負債は、店舗数の増加に伴う仕入債務及び人件費等の未払金の増加等から、39億76百万円（前年同期末比29.1％増

加）となりました。 

 固定負債は、長期借入金の減少により３億71百万円（前年同期末比18.4％減少）となりました。 

 これらにより、当事業年度末の負債の部合計は、43億47百万円（前年同期末比23.0％増加）となりました。このうち有利

子負債残高は５億36百万円（前年同期末比14.9％減少）となりました。 

  

（資本の部） 

 当事業年度末の資本の部合計は、利益剰余金等の増加により84億82百万円（前年同期末比14.5％増加）となりました。 

 これらにより、当事業年度末の自己資本比率は66.1％（前年同期末比1.6ポイント減少）となりました。 

  

(3）資本の源泉及び資金の流動性についての分析 

（キャッシュ・フロー） 

 当事業年度におけるキャッシュ・フローの概況については、「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー」をご参照くだ

さい。 

  

（資金調達及び流動性） 

 当社は、積極的な新規出店を展開する投資期にあるため、フリーキャッシュ・フローがマイナスとなっており、資金を外

部調達しております。当事業年度においては１億円を銀行借入しておりますが、平成13年10月期、14年10月期及び16年10月

期においては一般公募増資により10億円規模の資金調達をしております。そのため、当社は同業他社に比べ借入金比率が低

く、高い自己資本比率を維持しております。また、借入金につきましては、当社の場合、売上金が毎日入金されるため、固

定されたかたちで資金調達するよりも流動性の高い借入形態のほうが効率的であることから、15億円のコミットメントライ

ン契約を締結しており、当契約により不測の事態に備えた流動性補完が確保されております。なお、当事業年度末における

コミットメントラインによる借入残高はございません。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度の設備投資総額は35億97百万円（差入保証金、建設協力金を含む）となりました。 

 このうち、主なものは、新規出店37店舗の造作設備、既存店舗の改修と次期出店予定店舗の造作設備に関する投資でありま

す。 

 なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社は、回転すしの直営店147店舗とネタ切り工場３ヶ所とその他の設備を設けております。 

その内訳は以下のとおりであります。 

      （平成17年10月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業部
門別の
名称 

設備の内
容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
（人） 

建物及び
構築物 

機械及び
装置 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

深阪第一工場 
(大阪府堺市) 

回転す
し 

すしネタ 
加工設備 

11,056 621
224,600
(1,546.00)

1,400 237,678 
18
(62)

深阪第二工場 
(大阪府堺市) 

回転す
し 

すしネタ 
加工設備 

134,474 610
85,160
(671.07)

995 221,240 
1

(125)

平井倉庫 
(大阪府堺市) 

回転す
し 

すし酢の 
貯蔵 

3,154 104
－

[235.00]
－ 3,258 

－
(－)

埼玉センター 
(埼玉県日高市) 

回転す
し 

すしネタ 
加工設備 

259,478 9,974
－

[8,779.00]
3,436 272,890 

10
(57)

計     408,164 11,310
309,760
(2,217.07)
[9,014.00]

5,832 735,068 
29
(244)

東京都 15店舗 
回転す
し 

店舗設備 436,997 169,364
－

[15,930.72]
113,959 720,321 

28
(309)

神奈川県 20店舗 
回転す
し 

店舗設備 631,375 203,147
－

[23,048.59]
153,053 987,576 

53
(418)

千葉県 ４店舗 
回転す
し 

店舗設備 189,306 42,700
－

[3,254.77]
42,545 274,552 

24
(15)

埼玉県 13店舗 
回転す
し 

店舗設備 464,624 144,238
－

[18,934.53]
103,991 712,854 

27
(250)

愛知県 ６店舗 
回転す
し 

店舗設備 220,450 58,911
－

[5,956.85]
50,218 329,580 

26
(64)

岐阜県 １店舗 
回転す
し 

店舗設備 19,356 9,490
－

[1,763.00]
8,829 37,676 

2
(11)

三重県 ４店舗 
回転す
し 

店舗設備 110,483 37,873
－

[6,036.83]
33,302 181,658 

8
(71)

滋賀県 ３店舗 
回転す
し 

店舗設備 131,137 31,200
－

[3,834.71]
22,335 184,673 

14
(49)

京都府 ９店舗 
回転す
し 

店舗設備 296,044 90,496
－

[11,504.37]
56,977 443,518 

18
(241)

大阪府 49店舗 
回転す
し 

店舗設備 1,138,460 151,987
360,132
(3,377.42)
[54,038.14]

176,891 1,827,471 
82

(1,168)



 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．（ ）内面積は、外数で自社保有分を示しております。 

３．［ ］内面積は、外数で賃借分を示しております。 

４．従業員数の（ ）は臨時雇用者数であり、年間平均人員を外数で示しております。 

５．上記の他、リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

事業部
門別の
名称 

設備の内
容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
（人） 建物及び

 構築物 
機械及び
 装置 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

奈良県 ５店舗 
回転す
し 

店舗設備 115,015 51,429
－

[9,855.00]
31,546 197,991 

10
(119)

兵庫県 16店舗 
回転す
し 

店舗設備 459,494 121,825
－

[18,969.74]
92,864 674,184 

30
(362)

和歌山県 ２店舗 
回転す
し 

店舗設備 62,067 18,297
－

[3,000.41]
12,079 92,444 

4
(60)

計     4,274,814 1,130,963
360,132
(3,377.42)
[176,127.66]

898,594 6,664,504 
326

(3,137)

本社 
(大阪府堺市) 

管理部
門 

事務所 80,614 2,890
－

[92.11]
3,934 87,439 

84
(24)

田町事務所 
(東京都港区) 

管理部
門 

事務所 1,193 －
－

[148.03]
201 1,395 

36
(7)

計     81,808 2,890
－

[240.14]
4,135 88,834 

120
(31)

合計     4,764,787 1,145,165
669,892
(5,594.49)
[185,381.80]

908,562 7,488,407 
475

(3,412)

  名称 
リース期間
（年） 

年間リース料
（百万円） 

リース契約残高
（百万円） 

  
店舗・工場用設備の一部 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

5 343 922 

  
車両運搬具の一部 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

4 14 62 

  
コンピューター関連機器（ソフトウェアを含
む）の一部 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

5 154 665 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、ドミナントエリアの構築、投資効率、社内体制等を総合的に勘案して計画しております。 

 平成17年10月31日現在における重要な設備の新設、改修等の計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注）１．投資予定金額の総額には差入保証金及び建設協力金928百万円を含んでおります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．月別出店計画は次のとおりであります。 

  

(2）重要な改修 

 （注）１．投資予定金額の総額には差入保証金及び建設協力金15百万円を含んでおります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．月別改修計画は、２月と５月にそれぞれ１店舗を予定しております。 

  

(3）重要な除却等 

 重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  

  

所在地 店舗数等 
事業部門別
の名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定 
増加能力
(増加客席数)総額 

（百万円） 
既支払額
（百万円） 

着手 完了 

関西地区 7 回転すし 店舗設備 795 65
自己資金
借入金 

平成17年７月 平成18年10月 1,245席

中部地区 7 回転すし 店舗設備 751 30
自己資金
借入金 

平成17年10月 平成18年10月 1,297席

関東地区 18  回転すし  店舗設備 2,064 87
自己資金 
 借入金 

平成17年８月 平成18年10月 3,495席

大阪狭山市 1  回転すし 研修センター 161 － 借入金 平成17年12月 平成18年３月 －

合計 － － － 3,772 183 － － － 6,037席

  年月 
平成17年 
11月 

  
12月 

平成18年 
１月 

  
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

  
８月 

  
９月 

 
10月 

  店舗数 3 2 - 1 4 1 2 3 5 5 4 2

所在地 店舗数等 
事業部門別
の名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定 
増加能力
(増加客席数)総額 

（百万円） 
既支払額
（百万円） 

着手 完了 

関西地区 2 回転すし 店舗設備 257 16
自己資金
借入金 

平成17年10月 平成18年５月 378席

合計 － － － 257 16 － － － 378席



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注） 大阪証券取引所ヘラクレス市場（旧ナスダック・ジャパン市場）については、平成17年10月21日に上場廃止申請を行

い、平成17年12月９日に上場廃止となっております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 200,000 

計 200,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年10月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年１月31日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 51,452.4 51,452.4
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 51,452.4 51,452.4 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（商法第280条ノ20ならびに280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストッ

クオプション））に関する事項は次のとおりであります。 

①平成16年１月29日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げるものと致します。 

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新

株式の発行または自己株式の処分を行う場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものと致します。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するものと致しま

す。ただし、かかる調整は当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式数についてのみ行われ、調整

の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものと致します。 

３．平成16年１月29日開催の定時株主総会において決議された新株予約権100個、株式数100株及び発行価格430,000円は、平

成16年６月21日の株式分割及び平成16年10月４日の新株式の発行の結果、上記１、２により平成17年10月31日及び平成

17年12月31日現在、新株予約権の数100個、株式数200株及び発行価格213,161円に調整されております。 

  
事業年度末現在

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数 100個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 200株(注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 213,161円(注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年２月１日
至 平成21年１月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    213,161円
(注)１ 

資本組入額    106,581円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

付与の対象者は権利行使時にお
いても当社または、当社の関係
会社の取締役、監査役または従
業員であることを要します。 
ただし、任期満了による退任、
定年退職、その他正当な理由の
ある場合を除きます。 
その他の権利行使の条件は当社
と付与対象者との間で締結した
「新株予約権割当契約」による
ものとします。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入その他の処分
は認められません。 
対象者につき相続が開始した場
合は、本権利は失効し、相続人
その他の承継人は新株予約権を
行使することが出来ません。 

同左 

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１   

  分割・併合の比率   

           
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数
または処分株式数

×
１株当たり払込価
額または処分価額 

  

  
調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額

× 
新株式発行前の株価   

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数   

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率   



②平成17年１月28日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げるものと致します。 

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新

株式の発行または自己株式の処分を行う場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものと致します。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するものと致しま

す。ただし、かかる調整は当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式数についてのみ行われ、調整

の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものと致します。 

  

  

  
事業年度末現在

（平成17年10月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数 100個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 100株(注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 317,900円(注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年2月 1日
至 平成22年1月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格     317,900円
(注)１ 

資本組入額    158,950円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

付与の対象者は権利行使時にお
いても当社または、当社の関係
会社の取締役、監査役または従
業員であることを要します。 
ただし、任期満了による退任、
定年退職、その他正当な理由の
ある場合を除きます。 
その他の権利行使の条件は当社
と付与対象者との間で締結した
「新株予約権割当契約」による
ものとします。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入その他の処分
は認められません。 
対象者につき相続が開始した場
合は、本権利は失効し、相続人
その他の承継人は新株予約権を
行使することが出来ません。 

同左 

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１   

  分割・併合の比率   

           
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数
または処分株式数

×
１株当たり払込価
額または処分価額 

  

  
調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額

× 
新株式発行前の株価   

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数または処分株式数   

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率   



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割 

平成12年11月15日開催の取締役会決議により、平成13年１月31日付をもって、券面総額を超えて資本に組入れられた額

の一部につき、額面普通株式１株を1.2株に分割しております。 

２．有償一般募集   800株 

発行価額  1,105,000円 

発行価格  1,700,000円 

引受価額  1,594,600円 

資本組入額  552,500円 

平成13年５月29日の有償一般募集による新株式発行（800株）は株式会社大阪証券取引所の定める「上場前の公募又は売

出等に関する規則」第３条の２に規定するブックビルディング方式（株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格ま

たは売出価格に係る仮条件を投資者に提示し、株式に係る投資者の需要状況を把握したうえで発行価格等を決定する方

法をいう。）により決定された価格にて行っております。 

３．株式分割 

平成13年９月17日開催の取締役会決議により、平成13年12月20日付をもって、普通株式１株を２株に分割しておりま

す。 

４．有償一般募集 

平成14年３月22日開催の取締役会決議により、有償一般募集による新株式発行を行っております。 

発行価格      951,360円 

資本組入額     445,950円 

払込金額の総額 1,070,280千円 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年１月31日 
（注）１ 

753.8 4,522.8 － 334,700 － 272,075

平成13年５月29日 
（注）２ 

800 5,322.8 442,000 776,700 833,680 1,105,755

平成13年12月20日 
（注）３ 

5,322.8 10,645.6 － 776,700 － 1,105,755

平成14年４月19日 
（注）４ 

1,200 11,845.6 535,140 1,311,840 535,140 1,640,895

平成14年６月20日 
（注）５ 

11,845.6 23,691.2 － 1,311,840 － 1,640,895

自 平成15年11月 1日 
至 平成16年10月31日 

（注）６ 
5.0 23,696.2 412 1,312,252 412 1,641,307

平成16年６月21日 
（注）７ 

23,696.2 47,392.4 － 1,312,252 － 1,641,307

平成16年10月４日 
（注）８ 

4,000 51,392.4 651,480 1,963,732 651,480 2,292,787

平成17年８月２日 
（注）９ 

60 51,452.4 4,386 1,968,118 4,386 2,297,173



５．株式分割 

平成14年３月22日開催の取締役会決議により、平成14年６月20日付をもって、普通株式１株を２株に分割しておりま

す。 

６. 新株予約権等の行使（平成12年10月11日臨時株主総会決議） 

発行価格     164,805円 

資本組入額    82,403円 

払込金額の総額 824,025円 

７. 株式分割 

平成16年３月26日開催の取締役会決議により、平成16年６月21日付をもって、普通株式１株を２株に分割しておりま

す。 

８．有償一般募集 4,000株 

平成16年９月６日開催の取締役会決議により、有償一般募集による新株式発行を行っております。 

発行価格      345,320円 

資本組入額     162,870円 

払込金額の総額 1,302,960千円 

９．新株予約権等の行使（平成15年１月30日定時株主総会決議） 

発行価格      146,206円 

資本組入額     73,103円 

払込金額の総額   8,772千円 

  



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2.4株は、「個人その他」に２株及び「端株の状況」に0.4株を含んで記載しております。 

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

２．フィデリティ投信株式会社より、平成17年７月26日付で提出された大量保有報告書により、平成17年７月19日現在で、

6,989株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況に含めておりません。 

        大量保有者    フィデリティ投信株式会社 

        住  所     東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 城山ＪＴトラストタワー 

        保有株券等の数  6,989株 

        株券等保有割合  13.58％ 

  

    
平成17年10月31日現在 

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） - 19 16 23 27 - 2,659 2,744 －

所有株式数
（株） 

- 11,045 225 13,026 5,993 - 21,160 51,449 3.4

所有株式数の
割合（％） 

- 21.5 0.4 25.3 11.7 - 41.1 100 －

    平成17年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ウォルナットコーポ
レーション 

大阪府堺市樽葉170－1－406 11,897.6 23.12 

田中 信 大阪府堺市大美野122－3 5,779.2 11.23 

田中 邦彦 大阪府堺市大美野122－3 5,439.2 10.57 

野村信託銀行株式会社(投信
口) 

東京都千代田区大手町２丁目2-2 3,012.0 5.85 

メロンバンクトリーティーク
ライアンツオムニバス 
(常任代理人 香港上海銀行
東京支店) 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108,
U.S.A 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 
  

2,946.0 5.72 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目8-11 2,919.0 5.67 

田中 節子 大阪府堺市大美野122－3 2,592.0 5.03 

日興シティ信託銀行株式会社
(投信口) 

東京都品川区東品川２丁目3-14 1,700.0 3.30 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11-3 1,463.0 2.84 

くらコーポレーション従業員
持株会 

大阪府堺市深阪1035－2 731.6 1.42 

計 － 38,479.6 74.79 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。また、「議決権の数」の欄に

は同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しており、当該制度は、商法第280条ノ20ならびに280条ノ21の規定に基づき、当社

の取締役および従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成16年１月29日および平成17年１

月28日の定時株主総会において決議が行われております。 

  

  

  

  

  平成17年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   2 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 51,447 51,447 － 

端株 普通株式   3.4 － － 

発行済株式総数 普通株式 51,452.4 － － 

総株主の議決権 － 51,447 － 

    平成17年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（株）くらコーポ
レーション 

大阪府堺市深阪
1035番地の2 

2 － 2 0.00 

計 － 2 － 2 0.00 

決議年月日 平成16年１月29日 平成17年１月28日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役１名及び  
従業員５名 

取締役２名及び  
従業員４名 

新株予約権の目的となる株式の種
類 

「（2）新株予約権等の
状況」に記載しており
ます。 

同左

株式の数 同上 同左

新株予約権の行使時の払込金額 同上 同左

新株予約権の行使期間 同上 同左

新株予約権の行使の条件 同上 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同左



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

（注）平成18年１月30日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、商法第211条ノ３第１項第２号の規定に

より、取締役会の決議をもって自己株式を買い受けることができる」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

 利益配分につきましては、財務体質と経営基盤の強化を図り、併せて今後の事業展開を勘案し、必要な内部留保を確保すると

ともに、将来においても安定した利益配当を継続することを基本方針としております。 

 当期の配当につきましては、上記の方針に基づき１株当たり725円00銭(東証第一部上場記念配当100円00銭を含む)といたしま

した。 

 内部留保資金につきましては、業容の拡大に向けた財務体質の強化及び店舗の新設、その他の資金需要を賄う原資として活用

してまいります。 

  平成18年１月30日現在 

区 分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．当社は、平成16年10月４日をもって東京証券取引所市場第二部に上場し、平成17年10月３日をもって同取引所市場第一

部への指定替えを受けております。また、平成17年10月21日付大阪証券取引所「ヘラクレス」市場の上場廃止を申請

し、平成17年12月９日をもって廃止となりました。 

２．最高・最低株価は、第６期～第９期は大阪証券取引所（ナスダック・ジャパン市場（現ニッポン・ニュー・マーケット

－「ヘラクレス」））、第10期は東京証券取引所（平成17年10月３日より市場第一部、それ以前は市場第二部）におけ

るものであります。 

３．□印は、株式分割権利落後の株価であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（平成17年10月３日より市場第一部、それ以前は市場第二部）におけるものでありま

す。 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 

最高（円） 
2,590,000 
□1,200,000 

1,200,000 
□490,000 

475,000
1,030,000
□615,000 

775,000 

最低（円） 
1,800,000 
□1,120,000 

931,000 
□345,000 

174,000
321,000
□266,000 

274,000 

月別 平成17年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 431,000 484,000 470,000 480,000 599,000 775,000 

最低（円） 404,000 402,000 442,000 450,000 478,000 586,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

代表取締役社長   田中 邦彦 昭和26年１月27日生

昭和48年４月 株式会社タマノヰ酢入社 

昭和52年５月 個人の寿司店を創業 

平成２年３月 株式会社くら寿司（現株式会社

ウォルナットコーポレーショ

ン)を設立 

代表取締役社長就任（現任） 

平成７年11月 当社設立 

当社代表取締役社長就任(現任) 

5,439.2

常務取締役 製造部担当 時本 新一 昭和27年10月31日生

昭和50年４月 家事に従事（カステラ製造業） 

昭和63年４月 株式会社くら寿司（現株式会社

ウォルナットコーポレーショ

ン）入社高石店長 

平成７年11月 当社入社取締役就任狭山工場長 

平成11年10月 当社製造部長 

平成13年１月 当社常務取締役就任（現任） 

平成13年９月 当社製造本部ゼネラルマネージ

ャー兼工場長 

平成14年12月 当社工場長 

平成15年10月 当社製造部担当（現任） 

300.4

取締役 
店舗開発部 
シニア 
マネージャー 

秋田 和博 昭和23年５月26日生

昭和53年10月 株式会社すかいらーく入社 

平成13年８月 当社入社 

関東店舗開発部マネージャー 

平成14年12月 関東支部代表兼開発担当シニア

マネージャー 

平成17年１月 当社取締役就任（現任） 

平成17年４月 当社店舗開発部シニアマネージ

ャー（現任） 

10.0

取締役 内部監査室長 上尾 信弘 昭和42年３月22日生

平成７年11月 当社入社 

平成11年３月 当社業務課長 

平成12年10月 当社営業部長 

平成13年１月 当社取締役就任（現任） 

平成13年９月 当社購買部シニアマネージャー 

平成14年12月 当社業務部シニアマネージャー 

平成15年10月 当社内部監査室長（現任） 

71.2

取締役 
購買部 
シニア 
マネージャー 

葛木 啓之 昭和28年１月28日生

昭和51年３月 イズミヤ株式会社入社 

平成13年９月 当社入社 

当社製造本部商品部シニアマネ

ージャー 

平成14年12月 購買部シニアマネージャー 

（現任） 

平成15年１月 当社取締役就任（現任） 

10.0



 （注）１．取締役田中節子は取締役社長田中邦彦の配偶者であります。 

２．監査役柴田廣志及び中野正信は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査

役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役 
経営企画部 
シニア 
マネージャー 

竹口 利明 昭和25年11月５日生

昭和49年４月 株式会社三和銀行入社（現三菱

東京ＵＦＪ銀行株式会社） 

平成12年６月 当社に出向 

平成12年８月 当社内部監査室長 

平成13年１月 当社取締役就任（現任） 

平成13年９月 当社管理本部ゼネラルマネージ

ャー 

平成14年１月 当社へ転籍 

平成14年12月 当社経営企画部シニアマネージ

ャー（現任） 

-

取締役 
環境事業部 
シニア 
マネージャー 

田中 節子 昭和24年３月31日生

平成２年３月 株式会社くら寿司（現株式会社

ウォルナットコーポレーショ

ン）取締役就任（現任） 

平成７年11月 当社取締役就任（現任）営業企

画室長 

平成11年10月 当社店舗開発部長 

平成13年９月 当社社長室長兼環境対策室長 

平成15年10月 当社環境事業部シニアマネージ

ャー（現任） 

2,592.0

取締役 
業務部 
シニア 
マネージャー 

安井 篤史 昭和44年８月１日生

平成７年11月 当社入社 

平成10年１月 当社寝屋川店店長 

平成11年９月 当社スーパーバイザー 

平成13年９月 当社教育担当マネージャー 

平成15年10月 当社業務部シニアマネージャー

（現任） 

平成17年１月 当社取締役就任（現任） 

20.0

監査役 
 (常勤) 

  濵井 征一郎 昭和16年５月16日生

昭和40年４月 アボットジャパン株式会社入社 

平成11年９月 ヘレウスクルツアージャパン株

式会社入社 

平成14年８月 当社入社 

当社人事部顧問 

平成15年１月 当社監査役(常勤)就任(現任) 

-

監査役 
（非常勤） 

  柴田 廣志 昭和６年１月１日生

昭和28年４月 柴田会計事務所入所 

昭和43年４月 税理士柴田廣志事務所開設 

所長就任（現任） 

平成13年１月 当社監査役就任（現任） 

-

監査役 
（非常勤） 

  中野 正信 昭和22年２月６日生

昭和45年８月 監査法人中央会計事務所（現中

央青山監査法人）入所 

平成元年８月 中央新光監査法人（現中央青山

監査法人）代表社員就任 

平成12年９月 中野正信公認会計士事務所開設 

所長就任（現任） 

平成14年１月 当社監査役就任（現任） 

-

        計 8,442.8



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① 基本的な考え方 

当社においては、株主各位の負託にお応えするため、業務の効率性・財務の健全性を確保し、企業価値を高めることが企

業経営の基本であるとの考えに基づき、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人等の法律的な機能に加え、さまざまな

方策による経営の効率性、透明性を向上させることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針、目的としております。 

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

当社では激しく変化する経営環境に機動的に対応するため、取締役による迅速な意思決定と取締役会の活性化に取組んで

います。また、取締役相互の経営監視、社外監査役２名を含む監査役の取締役会への原則参加や、社長直属の内部監査室を

設けることで経営監視統制機能を高めるとともに、企業倫理向上及び法令順守等のコンプライアンスの徹底を図っておりま

す。 

当社の取締役会につきましては毎月１回定期的に行い、経営の基本方針に基づき、会社の重要事項等を決定し、法令及び

定款に違反なきよう経営状況を審議しております。 

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は３名で、内２名が社外監査役であります。監査役は取締役会に毎月原

則出席しております。職責が異なる取締役と監査役は、それぞれの視点から経営のチェックを行っており、取締役会の職務

執行状況を適宜かつ十分に監視できる体制となっております。 

また、毎月２回開催される店長会議には店長だけでなく経営幹部も出席することで、事業及び経営状況の把握と、全社的

な情報共有化を図っております。 

“食の戦前回帰”という企業理念に基づき、法令順守に留まらず、社内規範・業界規範・社会規範まで広く社会の「きま

り」を守ることを徹底するため、社内に賞罰委員会を設置し、使命感・倫理観の向上を図るとともにコンプライアンス態勢

を確立しております。 

内部監査につきましては、社長直属の内部監査室を設置しており、監査役会との協力関係の下、年間計画を立てて必要な

内部監査を実施しております。内部監査室の人員は１名でありますが、監査補助者として、ＩＳＯ内部品質監査員の資格取

得者11名が、内部監査室長の命を受け、監査業務に従事しております。監査結果は内部監査室に集約され、内部監査室は監

査役会及び会計監査を担当する監査法人と監査結果に基いて意見交換を行い、業務の改善に向けた具体的な助言や勧告を行

うなど、内部監査・監査役監査・会計監査それぞれが実効あるものとなるよう相互間の連携強化を図っております。コーポ

レート・ガバナンス体制の充実等については、経営諸施策及び日常業務に関して、必要に応じてアドバイスを受けられるよ

う複数の弁護士事務所と顧問契約を結んでおります。また、会計監査人として中央青山監査法人と監査契約を締結し、独立

した公正な立場から会計に関する監査を受けております。 

  業務を執行した公認会計士の氏名、所属監査法人及び監査勤続年数、補助者の構成 

  １．継続監査年数については、７年以内であるため、記載を省略しております。 

  ２．上記に加え、その補助者として３名の公認会計士と３名の会計士補の計６名が会計監査業務に携わっております。 

氏  名 所   属 連続して監査関連業務を行った会計期間 

西 野 吉 隆 中央青山監査法人 ───────── 

隂 地 弘 和 中央青山監査法人 ───────── 



当社の業務執行及び監視体制を図で示すと以下のとおりであります。 

 

    

③ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役は選任しておりません。また、社外監査役は２名を選任しておりますが、当社との間に該当する利害関係は

ありません。 

  

④ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間における実施状況 

ａ．取締役会の開催、出席状況 

  取締役会は原則毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて臨時に開催いたします。 

  最近１年間では14回開催いたしました。社外監査役の出席率は96％です。 

ｂ．賞罰委員会の開催、出席状況 

  最近１年間で12回開催し、委員は各回とも全員出席いたしました。 
  

    ⑤ 役員報酬及び監査報酬 

      取締役及び監査役に対する役員報酬の内容は次のとおりであります。 

       取締役に対する報酬             60,180千円 

       監査役に対する報酬              4,650千円 

   （注）上記の他に、使用人兼務取締役の使用人給与相当額22,797千円があります。 

さらに、金銭以外の報酬として、ストックオプション制度があります。 

      監査法人に対する報酬の内容は次のとおりであります。 

       公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に係る報酬 

                             11,000千円 

  



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第９期事業年度（平成15年11月１日から平成16年10月31日まで）及び第10期

事業年度（平成16年11月１日から平成17年10月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けておりま

す。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成16年10月31日） 
当事業年度 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   860,666 534,347 

２．原材料   97,626 162,699 

３．貯蔵品   14,399 18,387 

４．前払費用   202,108 252,966 

５．繰延税金資産   50,866 63,171 

６．その他   69,791 76,964 

流動資産合計   1,295,459 11.8 1,108,535 8.6

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物 ※１ 4,215,170 5,839,608  

減価償却累計額  1,103,297 3,111,872 1,506,938 4,332,669 

２．構築物  489,997 653,870  

減価償却累計額  158,766 331,230 221,752 432,118 

３．機械及び装置  1,463,735 1,876,898  

減価償却累計額  462,867 1,000,868 731,733 1,145,165 

４．車両運搬具  9,970 7,893  

減価償却累計額  9,431 538 7,498 394 

５．工具器具及び備品  1,356,932 1,751,795  

減価償却累計額  600,695 756,237 843,627 908,167 

６．土地 ※１  669,892 669,892 

７．建設仮勘定   316,443 113,706 

有形固定資産合計   6,187,083 56.6 7,602,114 59.3

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア   7,529 7,746 

２．電話加入権   8,271 8,271 

無形固定資産合計   15,800 0.1 16,018 0.1



   
前事業年度

（平成16年10月31日） 
当事業年度 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．長期貸付金   1,234,023 1,525,475 

２．長期前払費用   354,024 435,179 

３．繰延税金資産   23,126 23,988 

４．差入保証金   1,815,292 2,099,136 

５．長期未収入金   13,200 10,800 

６．保険積立金   19,460 19,460 

７．貸倒引当金   △13,200 △10,800 

投資その他の資産合計   3,445,927 31.5 4,103,241 32.0

固定資産合計   9,648,811 88.2 11,721,374 91.4

資産合計   10,944,271 100.0 12,829,909 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   1,216,549 1,576,238 

２．１年以内返済予定の長
期借入金 

※１  175,000 165,000 

３．未払金   938,057 1,298,408 

４．未払法人税等   480,000 741,000 

５．未払消費税等   191,350 133,035 

６．預り金   40,377 54,948 

７．その他   39,677 7,978 

流動負債合計   3,081,013 28.1 3,976,608 31.0

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１  455,000 371,250 

固定負債合計   455,000 4.2 371,250 2.9

負債合計   3,536,013 32.3 4,347,858 33.9



  

  

   
前事業年度

（平成16年10月31日） 
当事業年度 

（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  1,963,732 17.9 1,968,118 15.3

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  2,292,787 2,297,173  

資本剰余金合計   2,292,787 21.0 2,297,173 17.9

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  83,675 83,675  

２．任意積立金    

(1)別途積立金  2,160,000 2,910,000  

３．当期未処分利益  908,552 1,223,573  

利益剰余金合計   3,152,227 28.8 4,217,248 32.9

Ⅳ 自己株式 ※３  △489 △0.0 △489 △0.0

資本合計   7,408,257 67.7 8,482,051 66.1

負債・資本合計   10,944,271 100.0 12,829,909 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   27,956,510 100.0 34,475,337 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  13,834,770 49.5 16,788,670 48.7

売上総利益   14,121,739 50.5 17,686,667 51.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．広告宣伝費  105,443 300,676  

２．役員報酬  54,960 64,830  

３．給与及び手当  6,322,594 7,586,732  

４．福利厚生費  213,619 257,501  

５．賃借料  2,193,104 2,844,585  

６．消耗品費  689,665 810,703  

７．水道光熱費  875,110 1,088,051  

８．支払手数料  422,553 518,340  

９．減価償却費  842,834 1,030,596  

10．その他 ※１ 908,180 12,628,067 45.2 1,248,460 15,750,478 45.7

営業利益   1,493,671 5.3 1,936,188 5.6

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  18,733 24,133  

２．受取手数料  130,716 201,167  

３．雑収入  34,523 183,974 0.7 63,043 288,344 0.8

     

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  9,435 8,164  

２. 株式公開関連費  21,498 7,000  

３．新株発行費  16,619 －  

４．雑損失  3,285 50,838 0.2 2,847 18,011 0.0

 経常利益   1,626,807 5.8 2,206,520 6.4

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入額  2,400 2,400  

２. 店舗移転補償益  － 2,400 0.0 34,632 37,032 0.1

     



   
前事業年度

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※２ 36,750 50,627  

２．店舗閉鎖損失 ※３ － 36,750 0.1 30,337 80,965 0.2

税引前当期純利益   1,592,457 5.7 2,162,588 6.3

法人税、住民税及び事
業税 

 800,925 1,074,760  

法人税等調整額  △7,317 793,608 2.8 △13,166 1,061,593 3.1

当期純利益   798,848 2.9 1,100,994 3.2

前期繰越利益   109,703 122,579 

当期未処分利益   908,552 1,223,573 

     



売上原価明細書 

 （注）１．当社は事業の性質上、製品・仕掛品在庫はありませんので、材料費、労務費、経費の全額を売上高に対応するものとし

て、売上原価としております。 

２．経費※１の主な内訳は次のとおりであります。 

  

  

   
前事業年度

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  12,862,296 93.0 15,561,519 92.7 

Ⅱ 労務費  523,405 3.8 579,623 3.4 

Ⅲ 経費 ※１ 449,068 3.2 647,527 3.9 

売上原価  13,834,770 100.0 16,788,670 100.0 

    

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※１ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 
  

賃借料 49,213千円

消耗品費 145,293千円

水道光熱費 37,462千円

減価償却費 12,232千円

賃借料 51,088千円

消耗品費 151,163千円

水道光熱費 43,897千円

減価償却費 29,385千円



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  1,592,457 2,162,588 

減価償却費  855,066 1,059,982 

貸倒引当金の減少額  △2,400 △2,400 

受取利息  △18,733 △24,133 

支払利息  9,435 8,164 

固定資産除却損  25,385 32,740 

店舗閉鎖損失  － 24,584 

たな卸資産の増減額  34,804 △69,060 

その他流動資産の増加
額 

 △72,148 △57,052 

店舗釣銭用保証金の増
加額 

 △41,260 △40,212 

仕入債務の増加額  227,637 361,754 

未払消費税等の増減額  49,603 △58,315 

その他流動負債の増加
額 

 191,863 324,241 

一括購入資産の増加額  △24,070 △18,868 

その他  117,167 276,547 

小計  2,944,808 3,980,562 

利息の受取額  3 11 

利息の支払額  △8,536 △9,097 

法人税等の支払額  △761,925 △881,315 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,174,349 3,090,161 



  

  

   
前事業年度

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △1,923,228 △2,566,032 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △4,011 △2,900 

貸付による支出  △383,641 △365,599 

保証金の差入による支
出 

 △258,732 △304,294 

保証金の回収による収
入 

 9,638 24,691 

その他の投資等の取得
による支出 

 △61,905 △84,526 

その他の投資等の売却
等による収入 

 2,400 2,400 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,619,481 △3,296,260 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △710,000 － 

長期借入による収入  700,000 100,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △70,000 △193,750 

株式の発行による収入  1,303,784 8,772 

自己株式の取得による
支出 

 △255 － 

配当金の支払額  △29,355 △35,241 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 1,194,173 △120,219 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

 749,040 △326,318 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 111,625 860,666 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※1 860,666 534,347 

   



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度
株主総会承認日 

（平成17年１月28日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年１月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  908,552 1,223,573 

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  35,973 37,301

２．取締役賞与金  － 10,000

３．任意積立金  

（1）別途積立金  750,000 785,973 1,050,000 1,097,301 

Ⅲ 次期繰越利益  122,579 126,272 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

原材料 原材料 

月次総平均法による原価法 同左 

貯蔵品 貯蔵品 

最終仕入原価法 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。但

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物付属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物        ８年～41年 

工具器具及び備品  ３年～15年 

 定率法を採用しております。但

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物付属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物        ８年～41年 

機械及び装置    ３年～13年 

工具器具及び備品  ３年～15年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   定額法を採用しております。但

し、食器等、新規出店に際し一括し

て購入し、長期にわたり使用する物

品については、償却年数４年、残存

価額ゼロとする級数法を採用してお

ります。 

同左 



項目 
前事業年度

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

３．繰延資産の処理方法  新株発行費は支出時に全額費用として

処理しております。 

 なお、平成16年10月4日の有償一般募

集による新株式の発行（4,000株）は、

引受証券会社が発行価額と同額の引受価

額で引受を行い、これを引受価額と異な

る募集価額（発行価格）で一般投資家に

販売する方式の買取引受契約によってお

ります。 

 この方式では募集価額と引受価額との

差額の総額78,320千円が事実上の引受手

数料となり、引受証券会社に対して引受

手数料は支払わないこととされているた

め、新株発行費には本発行に係る引受手

数料は含まれておりません。 

 このため従来の引受証券会社が発行価

格で引受を行い、同一の募集価額で一般

投資家に販売する売買引受契約による新

株式発行に比して、新株発行費が78,320

千円少なく計上され、また経常利益及び

税引前当期純利益は同額多く計上されて

おります。 

────── 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

同左 



  追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

67,555千円計上しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益は、67,555千円減少

しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年10月31日） 

当事業年度
（平成17年10月31日） 

※１ 担保に提供している資産及びこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

※１ 担保に提供している資産及びこれに対応する債務

は次のとおりであります。 

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 
  

建物 157,717千円

土地 248,399千円

計 406,116千円

建物 162,092千円

土地 248,399千円

計 410,492千円

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 
  

一年以内返済予定長期借入金 100,000千円

長期借入金 150,000千円

 計 250,000千円

一年以内返済予定長期借入金 80,000千円

長期借入金 170,000千円

 計 250,000千円

  
※２ 授権株式数及び発行済株式総数  

授権株式数 普通株式 90,000株

発行済株式総数 普通株式 51,392.4株

※２ 授権株式数及び発行済株式総数  

授権株式数 普通株式 200,000株

発行済株式総数 普通株式 51,452.4株

※３ 自己株式の保有数 ※３ 自己株式の保有数 

 当社が保有する自己株式の数は普通株式2.4 株で

あります。 

 当社が保有する自己株式の数は普通株式2.4株で

あります。 

 ４ 貸出コミットメント  ４ 貸出コミットメント 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

 当事業年度における貸出コミットメントにかかる

借入未実行残高等は以下のとおりであります。 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

 当事業年度における貸出コミットメントにかかる

借入未実行残高等は以下のとおりであります。 
  
貸出コミットメントの総額 1,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,500,000千円

貸出コミットメントの総額 1,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,500,000千円



（損益計算書関係） 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 研究開発費の総額 ※１ 研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期売上原価に含まれる研究開発

費 

 一般管理費及び当期売上原価に含まれる研究開発

費 

163千円 228千円 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

  

建物 18,306千円

工具器具及び備品 7,078千円

解体撤去費用 11,365千円

合計 36,750千円

建物 21,657千円

工具器具及び備品 10,979千円

解体撤去費用 12,107千円

その他 5,883千円

合計 50,627千円

※３        ────── 

  

  

  

  

※３ 店舗閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 

建物 20,896千円

工具器具及び備品 3,600千円

解体撤去費用 5,753千円

その他 86千円

合計 30,337千円

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成16年10月31日現在） （平成17年10月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 860,666千円

現金及び現金同等物 860,666千円

現金及び預金勘定 534,347千円

現金及び現金同等物 534,347千円

 ２ 同一相手先に対する店舗地代家賃の支払と貸付金

（利息含む）の回収は相殺されております。 

 ２ 同左 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 1,104,361 579,599 524,762

車両運搬具 51,838 9,127 42,711

工具器具及び
備品 

305,806 92,215 213,591

ソフトウェア 459,421 95,311 364,110

合計 1,921,428 776,252 1,145,175

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 1,180,636 564,053 616,582 

車両運搬具 82,132 21,247 60,885 

工具器具及び
備品 

459,106 165,572 293,534 

ソフトウェア 887,980 227,994 659,985 

合計 2,609,856 978,867 1,630,988 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 372,757千円

１年超 792,006千円

合計 1,164,764千円

１年内 480,965千円

１年超 1,169,788千円

合計 1,650,754千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  
支払リース料 350,529千円

減価償却費相当額 325,338千円

支払利息相当額 27,505千円

支払リース料 513,505千円

減価償却費相当額 483,428千円

支払利息相当額 30,589千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
 至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
 至 平成17年10月31日） 

 当社は、有価証券を所有しておりませんので、該当事

項はありません。 

同左 



（デリバティブ取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんの

で、該当事項はありません。 

同左 



（退職給付関係） 

  

（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 当社は、退職金制度を採用していないため、該当事項

はありません。 

同左 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
  

  （千円）

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,372 

減価償却費損金算入限度超過額 13,716 

一括償却資産損金算入限度超過額 10,338 

未払事業税否認 35,707 

その他 8,857 

繰延税金資産計 73,993 

繰延税金資産の純額 73,993 

  （千円）

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,395 

減価償却費損金算入限度超過額 12,530 

一括償却資産損金算入限度超過額 10,209 

未払事業税否認 59,061 

その他 963 

繰延税金資産計 87,159 

繰延税金資産の純額 87,159 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  
  （単位：％）

法定実効税率 42.0 

（調整）   

同族会社の留保金額に対する課税 4.4 

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

0.1 

住民税均等割等 2.4 

その他 0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.8 

  （単位：％）

法定実効税率 40.7 

（調整）   

同族会社の留保金額に対する課税 4.5 

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

0.4 

住民税均等割等 2.2 

その他 1.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.1 



（持分法損益等） 

  

  

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 同左 



【関連当事者との取引】 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 同左 

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  

１株当たり純資産額 144,157円58銭

１株当たり当期純利益 16,750円18銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 16,716円74銭

１株当たり純資産額 164,665円73銭

１株当たり当期純利益 21,223円53銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 21,162円47銭

 当社は、平成16年６月21日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

────── 

  

１株当たり純資産額 112,607円81銭

１株当たり当期純利益 13,409円20銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 13,407円31銭

  
前事業年度

(自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 798,848 1,100,994 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 10,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (10,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 798,848 1,090,994 

普通株式の期中平均株式数（株） 47,691.9 51,404.9 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 95.4 148.3 

（うち新株予約権） (95.4) (148.3) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

  
  

前事業年度 
（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

当事業年度
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 4,215,170 1,728,602 104,165 5,839,608 1,506,938 431,376 4,332,669

構築物 489,997 168,380 4,507 653,870 221,752 64,193 432,118

機械及び装置 1,463,735 435,726 22,563 1,876,898 731,733 277,619 1,145,165

車両運搬具 9,970 － 2,077 7,893 7,498 40 394

工具器具及び備品 1,356,932 452,196 57,333 1,751,795 843,627 278,855 908,167

土地 669,892 － － 669,892 － － 669,892

建設仮勘定 316,443 113,706 316,443 113,706 － － 113,706

有形固定資産計 8,522,143 2,898,612 507,089 10,913,666 3,311,551 1,052,085 7,602,114

無形固定資産   

ソフトウェア 13,810 2,900 － 16,710 8,963 2,682 7,746

電話加入権 8,271 － － 8,271 － － 8,271

無形固定資産計 22,081 2,900 － 24,981 8,963 2,682 16,018

長期前払費用 741,880 278,741 4,745 1,015,876 580,696 194,934 435,179

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

  建物 新規出店1,393,964千円、既存店造作70,683千円、工場の新設248,091千円でありま

す。 

  構築物 新規出店135,363千円、工場の新設28,739千円であります。 

  機械及び装置 新規出店422,471千円、工場の新設11,969千円であります。 

  工具器具及び備品 新規出店410,096千円、既存店36,379千円であります。 

  建設仮勘定 来期新規出店のための店舗工事代金113,706千円であります。 

  長期前払費用 新規出店273,346千円であります。 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期増加額は、新株予約権の行使(60株)によるものです。 

２．当期末における自己株式数は、2.4株であります。 

３．当期増加額は、前事業年度決算の利益処分によるものであります。 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 175,000 165,000 0.73 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 455,000 371,250 0.73 平成21年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 630,000 536,250 － － 

  
  

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

  
長期借入金 165,000 165,000 41,250 －

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） (注)1 1,963,732 4,386 － 1,968,118

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１、２ （株） （51,392.4） （60.0） （－） （51,452.4）

普通株式（注）１ （千円） 1,963,732 4,386 － 1,968,118

計 （株） （51,392.4） （60.0） （－） （51,452.4）

計 （千円） 1,963,732 4,386 － 1,968,118

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金
（注）1 

（千円） 2,292,787 4,386 － 2,297,173

計 （千円） 2,292,787 4,386 － 2,297,173

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 83,675 － － 83,675

（任意積立金）    

別途積立金（注）３ （千円） 2,160,000 750,000 － 2,910,000

計 （千円） 2,243,675 750,000 － 2,993,675



【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、債権の回収に伴う引当余剰額の取崩であります。 

  

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 13,200 － － 2,400 10,800



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 原材料 

  

③ 貯蔵品 

  

④ 長期貸付金 

区分 金額（千円）

現金 1,454 

預金の種類 

普通預金 531,046 

別段預金 1,846 

小計 532,893 

合計 534,347 

品名 金額（千円）

魚介類 97,450 

調味料 25,938 

酒類・飲料 11,994 

その他 27,315 

合計 162,699 

品名 金額（千円）

営業用消耗品 2,153 

店舗用制服 5,607 

什器備品 2,609 

その他 8,016 

合計 18,387 

内容 金額（千円）

店舗賃借建設協力金 1,525,475 

合計 1,525,475 



⑤ 差入保証金 

  

⑥ 買掛金 

  

⑦ 未払金 

  

⑧ 未払法人税等 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

内容 金額（千円）

店舗賃借保証金 1,678,297 

店舗賃借建設協力金 176,341 

店舗釣銭用保証金 231,968 

その他 12,528 

合計 2,099,136 

相手先 金額（千円）

マリンフーズ株式会社 345,241 

三洋フーズ株式会社 94,415 

和歌山共和水産株式会社 81,936 

阪神米穀株式会社 76,756 

大阪魚市場株式会社 76,731 

その他 901,155 

合計 1,576,238 

内容 金額（千円）

給料 720,555 

諸経費 294,306 

設備未払金 157,187 

その他 126,359 

合計 1,298,408 

内容 金額（千円）

法人税 471,760 

住民税 120,057 

事業税 149,182 

合計 741,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）当社は商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

なお、端株主の利益配当金及び中間配当金に関する基準日は上記のとおりであります。 

決算期 10月31日 

定時株主総会 １月中 

基準日 10月31日(注)

株券の種類 １株券 10株券

中間配当基準日 ４月30日(注)

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国本支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典 
年１回、４月末日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に
対し、１株以上3,000円相当、５株以上5,000円相当、10株以上10,000円
相当の優待食事券又は自社商品詰合せセットを贈呈します。 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

  

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第９期）（自 平成15年11月１日 至 平成16年10月31日）平成17年１月31日近畿財務局長に提出。 

  

(2)臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号       平成17年２月７日近畿財務局長に提出。 

（主要株主の異動）に基づく臨時報告書 

  

(3)半期報告書 

（第10期中）（自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日）   平成17年７月26日近畿財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１月２８日

株式会社くらコーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社くらコーポ

レーションの平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社くらコーポ

レーションの平成１６年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  関与社員 公認会計士 隂 地 弘 和 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１月３０日

株式会社くらコーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社くらコーポ

レーションの平成１６年１１月１日から平成１７年１０月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社くらコーポ

レーションの平成１７年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 隂 地 弘 和 
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